
（別紙様式４－１）                                         （県立高等学校・中学校用） 

 熊本県立湧心館高等学校 全日制    令和３年度（２０２１年度）学校評価表  

１ 学校教育目標 
基本的人権の尊重に基づき、生徒一人一人に対して深い愛情と理解を持って、生徒一人一人の教育的ニーズ

に応じた「最適な指導・支援や合理的配慮」を行い、徳（豊かな人間性）・体（健康と体力）・知（確かな学
力）の調和の取れた生きる力を備えた総合的人間力の育成に努める。 
また、郷土に思いを馳せ、生涯にわたって郷土に誇りを持てる人材に育てる。 

 

２ 本年度の重点目標 
（１）「徳育・体育・知育」の三育並進による知性と品性を備えた生徒の育成 
  ア 機会を捉えて、生徒への「人としての在り方生き方」に関する講話の実施 
  イ 読書の奨励による情操の涵養 
  ウ 徳育あっての知育、体育の貫徹（夢・ロマンを語る教職員） 
（２）夢を持ち、志を高く掲げ、自主的で意欲的に学び続ける生徒の育成 

ア 主体的な学習姿勢の定着と予習復習の習慣化 
イ 規則正しい家庭生活の励行（宅習開始、就寝及び起床時刻の３点固定の奨励） 
ウ 分かる授業、楽しい授業の創造 

（３）基本的生活習慣を確立し、情操豊かで社会性を備えた生徒の育成 
  ア 適宜、迅速、繰り返しの指導による基本的生活習慣の確立 
  イ 時間の厳守、あいさつの励行、掃除の徹底、端正な整容等の徹底 

ウ 部活動の活性化による協調・友愛の精神の涵養 
（４）適性を見極め、主体的な進路選択のできる生徒の育成 

ア 進路情報の積極的な提供を通しての進路意識の高揚 
イ 二者、三者面談による進路相談の充実 
ウ キャリア教育による職業観と勤労観の醸成 

（５）生まれ育った郷土に感謝し、郷土を誇れる生徒の育成 
ア ボランティア活動等を通した、奉仕の精神と郷土愛の醸成 
イ 地域との触れ合い、支援学校との交流や高齢者との触れ合いを通した、家族や地域・社会の一員と
しての意識の醸成 

 

３ 自己評価総括表 
    評価項目 

評価の観点 具体的目標 具体的方策 評価 成果と課題 
大項目 小項目 
 
学校 
経営 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

三課程
（全定
通）運
営と学
校経営
の整合
性を図
る 

本校のｽｸｰﾙﾐｯｼ
ｮﾝが三課程で
共有化されて
いるか。課程
間の連絡、調
整が継続的に
図られている
か。特色ある
学校づくりの
ための改善が
進められてい
るか。 

教務・進路・生
徒指導部の情報
の共有化および
連携の強化を図
る。三課程での
研修を年に２回
開催する。 

・三課程教頭間に
よる定期的な情
報交換を行う。 

・三課程主任主事
等による教育活
動の調整を行
う。 

Ａ 

３課程の共通性と特殊性を協
議の上、スクール・ミッショ
ンを検討できた。また、３課
程の主任、主事間の連携によ
り、行事の円滑な実施や生徒
指導を行えた。学びのＵＤ化
に関する合同研修会も２度実
施した。 

適応指
導の充
実 
 

学年及び関係
する分掌部が
連携して具体
的な取組が進
められている
か。 

新入生への年間
を通した適応指
導の充実。 
１年生の転学・
転籍・退学者数
の割合を12％以
内とする。 

・ソーシャルスキ
ルトレーニング
（ＳＳＴ）を実
施する。 

・生徒理解研修を
充実させる。 

・学年や各分掌部
が問題行動のあ
る生徒や不登校
生徒に対して、
担任を中心に組
織に対応する。 

Ｂ 

カードを使ったSSTに取り組
んだ。行動に対する感じ方や
思いが違うことを相互に確か
め合うことができた。互いに
意見を出し合え、充実した活
動となった。（３年） 
コロナウイルス感染症の拡大
の影響で行事やＬＨＲがすく
なくなったため、計画通りに
実施することができず、深め
ることができなかった。 
生徒理解研修は、学年別に中
学校からの申し送り、本人の
特徴等の観点から計３回実施
した。 
１年生の転学等の割合は、
9.2％（１月末）である。 
 
 



 
学校 
経営 

 

働き方

改革の

推進 

勤務時間を意
識して業務に
携わっている
か。 
優先度や時間
配分を考慮し
て業務に従事
しているか。 
効果的な会議
の開催のため
に、資料作成
や運営の工夫
に努めている
か。 
教育課題の解
決に組織的に
取組んでいる
か。 

全職員の１か月
の在校等時間の
総時間から条例
等で定められた
勤務時間の総時
間を減じた時間
が45時間を超え
ない。 
全職員の１年間
の在校等時間の
総時間から条例
等で定められた
勤務時間の総時
間を減じた時間
が、360時間を
超えない。 

・職員は勤務時間
に仕事を終わら
せることを意識
して業務を行
う。 

・重要性や緊急性
を考慮の上、計
画的に業務に当
たる。 

・会議の開催を最
小限にして、設
定時間内で最良
の結論を導く。 

・教育課題の解決
には、学年、管
理職が支援し組
織として対応す
る。 

Ｂ 

通常の業務については、職員
が意識して時間短縮のための
合理化を図った。 
しかし、生徒の指導や保護者
対応が多い上に、新型コロナ
ウイルス感染症への対応に費
やす時間も大きい。保護者対
応等、管理職も支援したが教
師の負担超過を軽減するまで
には至らなかった。そのた
め、多くの職員が年間360時
間を超過することになった。 

 
学力 
向上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主体的
・対話
的で深
い学び
の中で
の思考
力・判
断力・
表現力
の育成 
 

各教科・科目
等の特質に応
じた見方・考
え方を働かせ
ながら知識を
相互に関連付
けてより深く
理解する仕掛
けのある授業
となっている
か。 
情報を精査し
て考えを形成
したり、問題
を見出して解
決策を考えた
り思いや考え
をもとに創造
することに向
かう過程を重
視した授業と
なっている
か。 

アクティブ・ラ
ーニング型授業
を実践している
職員の割合を90
％以上とする。 
その他、生徒の
思考力・判断力
・表現力を伸ば
す活動を取り入
れた授業の実施
率を90％以上と
する。 

・公開授業・研究
授業を実施す
る。近隣中学校
等からもアドバ
イスをいただ
く。 

・大学入学共通テ
スト対策を意識
し、定期考査に
思考力・判断力
・表現力を試す
問題を入れる。 Ｂ 

アクティブ・ラーニング型授
業を実施している職員の割合
は90%以上である。公開授業
に関しては、全教科担当で学
びのUD化に関すること、また
はChromebook導入を意識した
ICTに関することをテーマに
して実施することができた
が、コロナ禍で近隣中学校等
との連携はできなかった。思
考力・判断力・表現力に関し
ては、各教科担当で改善中で
ある。 

「学び
のユニ
バーサ
ルデザ
イン」
の構築 
 

多様化する生
徒のニーズに
応じた授業改
善ができてい
るか。 
Chromebook等
のＩＣＴ機器
を、生徒のニ
ーズに応じる
形で活用でき
ているか。 

ユニバーサルデ
ザインの視点を
取り入れた授業
の実施率を80％
以上とする。 
Chromebook等の
ＩＣＴ機器を、
効果的に授業等
で活用できてい
る職員の割合を
50%以上とす
る。 

・学習の環境の整
備を始めとする
基礎的環境整備
の充実を図る。 

・県立教育センタ
ー指導主事等の
アドバイスを踏
まえ、ＩＣＴ機
器を活用したユ
ニバーサルデザ
インの視点を取
り入れた授業を
実践する。 

・基礎学力及び学
習習慣の定着。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

10月からChromebookを使い始
め、初めてのことで不安もあ
りながらも、全職員が授業・
ホームルーム等で何らかの形
で活用できた。電子黒板も12
月から導入され、授業での生
徒の意見の集約・情報共有等
に大いに活用されている。普
段の授業で常に活用できてい
るかというと、導入されて間
もないことから職員の技量に
左右される部分があり、その
解決が今後の課題である。 



 
学力 
向上 

 
 

「通級
による
指導」 

小中学校等か
らの学びの連
続性の確保と
多様な学びの
場が整備され
ているか。 

「通級による指
導」の授業（自
立活動）を受け
て良かったと回
答した生徒の割
合を80％以上と
する。 

・「通級による指
導」開始時点で
の生徒のニーズ
を把握する。 

・１年間の長期目
標とともに、当
面の短期目標を
定め、指導のね
らいを明確にす
る。 

・教職員全員が
「通級による指
導」を理解し、
支援し他教科の
授業においても
その指導方法を
活用する。 

Ｂ 

受講生徒は６人（３年４人、
２年２人）、うち２人が長期
欠席。授業アンケートで、４
人が「受けて良かった」と回
答した。受講生徒別に個別の
指導計画を作成し、指導目標
を担任等と確認しながら進め
ることができた。職員研修の
未実施が課題であるので、次
年度は何らかの形で実施した
い。 

単位制
の特徴
を生か
した教
育課程
の検討 

学校の教育目
標を踏まえた
カリキュラム
・マネジメン
トを推進して
いるか。 

教育課程検討委
員会を適宜行
い、新課程移行
を見据えて授業
の精選を行う。 

・教科等の目標や
内容の見直しを
行い、言語能力
・情報活用能力
・問題の発見や
解決能力等の育
成を図る。 

・教育内容や教育
活動の質の向上
を検討する。 

Ｂ 

教育課程検討委員会を適宜開
き、新課程に向けた開講講座
の精選・調整や、本校全日制
独自の講座の開講、総合的な
探求の時間の評価の在り方の
見直し等、多くのことを各教
科と協力して決めることがで
きた。職員数に応じた科目数
の調整が今後の課題である。 

 
キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

キャリ
ア教育
の推進 

多様化する社
会構造を踏ま
え、社会的・
職業的自立に
向けた能力・
態度が育成さ
れているか。 
 

進路講話・職場
見学・進学ガイ
ダンス・ボラン
ティア活動を通
して具体的イメ
ージ（職業観）
を持った生徒の
割合を80％以上
とする。 

・外部機関が主催
する事業や地域
・保護者及び産
官学との連携を
はかり、校内の
取組を連動させ
て実施する。 

・キャリアパスポ
ート記入を通し
てＰＤＣＡサイ
クルの確立を図
る。 

Ａ 

３年生については就職に伴う
職場見学を実施し、その後の
応募につなげることができ
た。校内外で実施された進路
ガイダンスを実施することが
できた。キャリアパスポート
の記入を定期的に行い、生徒
が振り返りを行う機会を作る
ことができた。 

校内外の行事や
ガイダンスを通
して働くことの
意味や意義を考
え、将来の進路
目標を定めた生
徒の割合を80％
以上とする。 

・職業講話等の事
前指導、事業所
との事前の打合
せや礼状の送付
等を含め、活動
の全体で大きな
学びが得られる
ようにする。 

Ｂ 

新型コロナウイルスの影響
で、例年よりもガイダンスの
実施回数が減ったため、働く
ことの意味や意義を考える機
会を多くは作れなかった。将
来の進路については８０％以
上の生徒が目標を定めること
ができた。 

働くことの意義
を理解するとと
もに自身の将来
像を現実的にイ
メージし、行動
に移す生徒の割
合を80％以上と
する。 

・進路・就職ガイ
ダンスへの積極
的な参加を通し
て望ましい職業
観の形成を図
り、進路実現に
つながる積極的
かつ具体的な学
習に取組ませ
る。 

 
 
 
 
 
 
 
 

Ｂ 

新型コロナウイルスの影響
で、例年よりもガイダンスの
実施回数が減ったが８０％以
上の生徒が何らかのガイダン
スに参加した。 



キャリ
ア教育 
(進路 
指導) 
 

進路目
標の達
成 

個に応じた進
路指導の推進
が進路目標の
達成につなが
っているか。 

進路希望調査・
適性検査などを
通して進路目標
を設定した生徒
の割合を60％以
上とする。 

・二者面談・三者
面談・進路部面
談等を計画的に
実施すると共
に、各種調査結
果などを活用し
て、生徒の自己
理解に生かす。 

・ポートフォリオ
記入を通して、
日頃から自らの
活動を振り返る
習慣を付けさせ
る。 

Ａ 

キャリアパスポート記入を通
して学習や生活の見通しを立
て、振り返ることで意欲向上
に繋げることができた。 
キャリアサポーターによる面
談やキャリア別終礼での講話
を実施することができた。 

基礎的な学力
の向上を図る
とともに、進
路情報の提供
と進路別学習
機会の充実に
努め、生徒の
進路選択の幅
を広げられて
いるか。 

学校評価生徒ア
ンケートで学校
が進学や就職に
関する情報や資
料を提供してく
れていると回答
した生徒の割合
を80％以上とす
る。 

・「高校生のため
の学びの基礎診
断」を利活用す
ることで、個に
応じた学習指導
や進路指導を行
う。 

・学びなおし教材
を１年生の授業
で活用する。 

・ＩＣＴを活用し
た情報収集や学
習、情報の受発
信ができるよう
にする。 

・キャリア別終礼
・進路検討会等
を定着させる。 

・入試制度改革に
関する職員研修
を実施する。 

Ｂ 

個に応じた添削指導、面接指
導などステップアップに繋が
る指導ができた。 
Chromebookを活用した進路希
望調査、３年生の志望理由書
提出、求人票の確認などを行
うことができた。 
「学びの基礎診断」をもと
に、進路検討会や職員研修を
実施することができた。 
ＩＣＴを活用したことで、よ
り充実した内容を学習するこ
とができた。 
進路検討会を実施したことで
情報を共有することができ、
進路指導に活かせた。 
キャリア別終礼を実施したこ
とで、意識付けに繋がってい
る。３月も実施予定。 

 
生徒  
指導 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

基本的
生活習
慣の確
立（特
に時間
を守る
取組） 

生徒が健全に
社会に適応で
きる生活をし
ているか。 

整容検査で合格
する生徒の割合
を90％以上とす
る。 
遅刻数を年間月
平均15人以下と
する。（３年） 

・整容検査を事前
に周知して、自
ら身だしなみを
整える力を付け
る。 

Ｂ 

整容検査は時期によって90％
の時もあれば、それに達しな
い時もあった。 
遅刻に関しては、遅刻数は年
間平均14人であった。（３
年） 
基本的生活習慣の確立の確立
に向け家庭との連携が必要で
ある。 
校則の見直しとともに全職員
で取り組まなければならない
課題である。 

理性的
態度と
道徳的
実践力
の育成 

規範意識の高
揚、友愛・連
帯の精神を養
おうとしてい
るか。 

生徒総会を年間
１回開催する。 
委員会活動を年
間２回以上開催
する。 

・生徒総会を実施
し生徒の自主性
を伸ばす。 

・委員会活動を２
回以上実施する
ことで委員会活
動の活発化を図
る。 

Ａ 

生徒総会は放送で実施し、意
見などを出してもらい、書面
にて回答した。委員会活動
は、各委員会で企画・立案し
たことを実施することができ
た。 

自他を
尊重
し、互
いに協
力する
態度や
遵法精
神の育
成 
 

生徒同士が互
いを尊重し、
協調しながら
生活すること
ができている
か。 

特別指導を繰り
返す生徒の数を
昨年度より減少
させる。 

・特別指導を繰り
返さないよう
に、継続して指
導を行う。 

・SSWやSCと連携
を図る。 

Ａ 

昨年度よりも特別指導の件数
が減り、また、繰り返す生徒
の件数も減少させることがで
きた。教師やSSW・SCとの連
携が図られ、情報を共有する
ことができた。 



 
生徒  
指導 

 

交通安
全意識
の確
立、交
通法規
の理解
と交通
マナー
の向上 

交通事故・違
反が減少した
か。無施錠自
転車が減少し
たか。 

昨年度の交通事
故発生件数から
の減少と二重ロ
ックの達成率を
100％にする。 

・交通安全教育講
話の実施と、交
通委員会の活動
の充実を図る。 

・二重ロック及び
無許可自転車指
導を徹底する。 

Ｂ 

交通安全教育講話を実施し、
学校付近の道路など危険箇所
の振り返りを行った。しか
し、自転車事故の発生件数減
にはつながらなかった。無許
可自転車は少なかったが、二
重ロックの達成率は１００％
にすることができなかった。 

 
人権教
育の推
進 

研修の
充実と
職員の
人権意
識の高
揚 
 

教育の根幹に
人権尊重を捉
え、すべての
教育活動にお
いて、人権教
育の推進がで
きているか。 

教職員が人権尊
重の理念を理解
し、全ての教育
活動において推
進できるよう、
職員へ研修を年
に１回実施す
る。 

・計画的な研修に
よる学び合いを
通して、人権意
識の高揚を図
り、人権尊重の
理念についての
認識を深めると
ともに実践的な
指導力を育む。 

Ｂ 

１２月に職員へ研修を実施し
た。同和問題をはじめとする
人権問題への理解を深めた。
人権意識の高揚を図り、人権
尊重の理念についての認識を
深めるとともに実践的な指導
力を育んだ。 

人権の
重要課
題の学
習 

人権課題を自
分の問題とし
て考える学習
になっている
か。 

人権教育LHRを
企画する「校内
人権教育推進委
員会」を毎月最
低１回は開催
し、これまでの
積み上げに留意
しつつ改訂を進
め生徒の主体性
を育む。 

・学年の担当者と
推進委員を中心
に、全職員が組
織的に取り組め
る指導案を作成
する。 

・意見交流を通し
て主体的に学び
を深めるLHRを
実施する。 

Ｂ 

１学年では互いを尊重する人
間関係作り、２学年では水俣
病問題、３学年では同和問題
について学習した。全ての学
年で人権問題を自分の問題と
して考え、主体的に意見を出
し合い関わる姿勢を育んだ。 

命を大
切にす
る心を
育む指
導 

人権尊重の精
神に立った学
校づくりが推
進されている
か。 
すべての教育
活動の中で、
「命を大切に
する心を育む
指導」の視点
に立った教育
実践がなされ
ているか。 

すべての授業の
中で命を大切に
する心を育む心
を育てるテーマ
の授業を年に１
回取り入れる。 

・生徒が多様な学
びの中で自他の
特性を自覚し、
主体的に学習に
取り組める授業
の工夫・改善を
行う。（生徒理
解研修） 

・共感的人間関係
を育成する支援
の推進（面談・
家庭訪問）を図
る。 

Ｂ 

それぞれの教科・科目で人権
教育の目標を設定し、それに
基づいて授業を実施した。ま
た、各クラスで人権ポスター
を掲示し、人権意識の高揚を
図っている。しかし、心を育
てるテーマの授業については
改善の必要がある。 

 
いじめ
の防止
等 

いじめ
防止対
策委員
会を核
とした
職員間
の連携 
 

学級・学年・
各分掌部など
における連携
が成されてい
るか。 
小さないじめ
を見逃さない
初期対応がで
きているか。 
 

いじめ解決100％
を目指す。 
初期対応を速や
かに行う。 
 

・いじめ問題への
対応マニュアル
の職員への周知
を図り、全職員
で共通理解と防
止に取り組む。 

・いじめ防止ＬＨ
Ｒを実施する。 

・心のアンケート
の実施直後等、
いじめが疑われ
る事案を察知し
たら、速やかに
担任は生徒への
聞き取りを行
う。 

Ｂ 

いじめを認知したら関係者へ
の聞き取りを行い、加害者に
はいじめの行為を止めさせ、
被害者には心のケアをＳＳＷ
の相談も交えて実施できた。 
いじめ防止ＬＨＲについて
は、「情報モラル」「ストレ
ス対処教育」「アサーティブ
なコミュニケーション」等と
ともにいじめ対処として「ス
クールサインの利用」につい
て実施した。 
心のアンケートは、１２月実
施に加えて９月にも実施し
て、いじめの認知の機会を設
けた。 

 
心身の
健康 

望まし
い生活
習慣の
定着化
を図
る。 

自分の生活習
慣に関心を持
ち、行動変容
への意欲を高
められたか。 

自分の生活習慣
に関心を持ち、
改善していこう
とする生徒の割
合を80％以上と
する。 
 
 

保健だよりを毎月
作成して望ましい
生活習慣について
啓発を行う。 
 

Ｂ 

新型コロナの影響のためコロ
ナ不安等で登校できない生徒
がいた。保健だよりでは予防
策を掲載した。昼休みの黙食
指導では保健委員が放送を使
い予防の徹底を呼びかけた。 



 
地域連
携(ｺﾐｭﾆ
ﾃｨ･ｽｸｰﾙ
など) 

熊本地
震を教
訓とし
て、災
害時の
地域と
の連携
体制の
構築や
防災教
育の充
実 
 

学校運営協議
会を通して、
関係機関と連
携しながら、
防災対応につ
いて整備が進
むとともに、
防災教育の充
実が図られて
いるか。 
 

スモール訓練を
３回、避難訓練
を１回実施す
る。 
熊本シェイクア
ウト訓練を１回
実施する。 
「ぼうさい通
信」を毎月発行
する。 

・学校運営協議会
を開催して、各
委員に御意見を
伺いながら、地
域防災や防災教
育についての取
組を充実させ
る。 

・避難訓練の実施
や、「ぼうさい
通信」の発行に
より、生徒の防
災意識を高め
る。 

Ａ 

コロナウイルス感染症の影響
でスモール訓練を１度中止し
た以外は予定どおりの訓練を
実施できた。避難訓練は昨年
度の反省を活かして、改善点
を明確にした上で実施した。 
また、近隣の学校の防災担当
者と地域防災のための協議を
行った。 

開かれ
た学校
作り 
 

広報活動を効
果的に実施し
ているか。 
 

中学校への情報
発信を充実させ
る。 
家庭に学校の教
育活動の理解を
図る。 
ホームページを
速やかに更新す
る。 
災害対応、重要
な連絡等を早
く、確実に伝え
る。 

・体験入学や中学
校での高校説明
会、中学校訪問
を充実する。 

・湧水（学年広報
誌）を三ヶ月に
一回配付する。 

・学校ＨＰを速や
かに更新する。 

・情報発信におい
て安心メールを
活用する。 

Ｂ 

体験入学は感染防止対策を講
じた上で実施できた。一方、
コロナウイルス感染症の感染
状況が影響して中学校への訪
問は控えた。 
家庭への湧水は予定どおり発
行して、学年ごとに学校の教
育活動を知らせた。 
ホームページについては、そ
の日の出来事や行事について
頻繁に発信できなかった。安
心メールは、情報提供に随時
使用した。 

地域社会に、
学校をＰＲし
ているか。地
域に貢献しよ
うとする生徒
の態度が育ま
れているか｡ 

昨年度よりボラ
ンティア活動へ
の生徒の参加を
増加させる。 

・校内や地域のボ
ランティア活動
に関する情報提
供を行い、意欲
的な参加を促
す。 

Ａ 

生徒の自主性や自尊感情を醸
成する上で、生徒に積極的な
参加を呼びかけた。 

 

４ 学校関係者評価 

（１）学校の課題解決のための取組とその成果について、保護者、生徒も高く評価していることに賛同を得た。

一方、保護者に学校の取組への理解を図り、共に協力して生徒の指導を進めるための教育活動の見直しを指

摘された。 

（２）いじめ問題や生徒、保護者の満足度に改善の余地がある教育相談体制も含めた学校組織としての取組の充

実について言及された。今後もより一層、生徒の困り感に丁寧に対応するなどの初動を大切にした生徒のメ

ンタルヘルスケアについての助言をいただいた。 

（３）「ｅスポーツ」や「ゆるスポーツ」等を例示され、生徒の仲間づくりの具体的な手法としての活用や、学

校の特色化への提言をいただいた。さらに、全日制・定時制・通信制の教育の特色とその成果としての卒業

生の活躍のＰＲについて、在校生の学ぶ意欲の喚起や生徒募集への活用を求められた。 

（４）地域の委員からは地元企業に就職した卒業生を高く評価していただき、学校の指導に信頼を寄せていただ

いていることが感じられた。そのような地域の信頼に応えられるように、現在進行している高等学校の改革

に取り組む必要性を感じた。 

（５）保護者、同窓会及び地域住民からの本校への温かい支援の申し出をいただき、次年度から取組むコミュニ

ティスクールの本旨に則った学校づくりに協働体制で臨む上で職員一同心強く感じた。 

 
 
 
 
 
 



５ 総合評価 

（１）教育の目的である人格の形成に係る「人としての在り方生き方」を育むための指導について、感染症

の影響で対面による講話は予定どおり実施できなかった。しかし、オンラインによる講話等の代替手段

で生徒の倫理観の醸成を図ることができた。また、朝読書は年間を通じて取り組み、生徒の情操の涵養

も図ることができた。そのような指導を充実させて生徒の夢や悩みを受け止め、教師が自らを語るため

に生徒と向き合う時間の確保が望まれる。 

（２）学校生活においては、基本的生活習慣の確立を目指して全職員で生徒の生活指導に臨んだ。教育活動

の各々の場面で粘り強い反復指導を実践した結果、問題行動の発生と違反を繰り返す生徒は減少した。 

（３）生徒の授業中の落ち着きと「学びのＵＤ化」や「ＩＣＴの活用」での授業改善の取組も功を奏して生

徒の学力向上を中心に据えた授業も展開できるようになっている。その反面、生徒の遅刻や授業の出席

状況から家庭生活を含めた時間厳守の態度の育成には課題が残った。 

（４）生徒の人間関係づくりに不可欠な学校行事の在り方や部活動の振興についても生徒や保護者の願いか

ら、教育環境の変化に応じた対応が迫られている。 

（５）高等学校の機能としての人材育成の観点からは、今年も就職希望の生徒の多くが県内企業での就業を

果たし、生徒の自己実現と地域活性化への貢献に繋げた。また、インターンシップの企画やボランティ

ア活動に至るまで地域密着型の教育活動により、生徒の望ましい勤労観の育成や地域が望む人材育成に

取り組むことができた。ただし、そのような取組も保護者に十分に理解されていないことがアンケート

調査で明らかになっており、進路情報について保護者への発信の充実が急務となっている。 

 

６ 次年度への課題・改善方策 

（１）エンパワーメント・ハイスクールの指定を受けて多様な生徒の徳・体・知の調和のとれた人間形成のため

の教育活動の充実を図る。 

ア 基本的人権の尊重が具現化されるように、いじめ問題をはじめとした人権課題解決のために人権教育

の充実を図る。 

イ 社会規範を遵守する態度を育むために、時間厳守等の基本的生活習慣の確立に向けた生活指導を推進

する。 

ウ 新学習指導要領の理念に基づく学習指導の展開に際し、単位制の特色を活用して個のニーズに応じた

カリキュラム編成を行う。 

エ ＩＣＴの活用等により学びのＵＤ化を推進し、分かる授業や楽しい授業の創造に努める。 

オ 感染症予防に引き続き取り組みながら、健康への関心を深め関連の知識や技能を高めることで健やか

な心身の成長を促す。 

（２）コミュニティスクール制度の導入に伴い、学校運営にも地域の教育力を積極的に活用する。 

ア インターンシップやボランティア活動を通じて、地域での体験的な学びの機会を増やし、生徒のコミュ

ニケーション能力の向上や自尊感情や郷土愛の醸成を図る。 

イ 保護者や地域住民のニーズを教育活動に反映させるために、学校からの情報発信と意見の収集の機会

をＩＣＴの効果的な活用等により充実させる。 

ウ 近隣の学校とも連携し地域防災の中核を担い、地域住民に貢献する。 

（３）教職員の働き方改革の推進。 

学校運営を支える教職員の働き方改革の継続は必要である。学校固有の業務については、合理化や情

報化を進めることで軽減が進んでいる。教職員が健康な状態で生徒、保護者に接する時間を十分に確保

するためにさらなる業務の見直しや、保護者、同窓会、地域からの教育活動に対する支援体制を活用

し、チーム学校としての機能強化も図る。 

 


